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第４章 インドネシア 

―中進国における農業政策― 

 

伊藤 紀子  

１． はじめに 

 

 本章では，2 億 5,500 万人以上の人口（2015 年時点）と，豊富な資源を抱えるインドネ

シアにおける，農業・農政の現状を概説する。2014年 10月，ジョコ・ウィドド（通称「ジ

ョコウィ」）が大統領に就任した。近年は，大統領の政治基盤が強化され，通貨ルピアが安

定する中，GDP 成長率も 5%を上回る水準に回復し，インドネシアは政治経済両面で安定

を獲得しつつある(1)。 

 インドネシアの農業は，コメを中心とする食料生産部門（小規模自給部門）と，パーム油

を中心とする輸出志向のエステート作物部門に大きく分けられる（明石，2016）。前ユドヨ

ノ政権（2005年～2014年）の下，経済開発の中心は工業から全産業に，対象とする空間は

ジャワ島中心から全国へ拡張された（佐藤，2011）。そして，「農業再活性化」政策の下，パ

ーム油やコメの増産が達成された（東方，2015）。農業生産拡大の取り組みが，「1990年か

ら 2015年までに飢餓人口を半減させる」という，国連ミレニアム開発目標第一目標の達成

に貢献したとして，2013年，インドネシア政府は FAOから表彰を受けた（Antara, 2013）

(2)。一方で，1990 年代以降本格化したインドネシアの都市化や工業化は，国民の間の経済

格差を拡大していった（本台・中村，2016）(3)。 

経済発展・地方分権化を経た，今日のインドネシア農業部門では，「就業多様化」や「商

品経済化」がいっそう進行している（杉野・小林，2015）。ジャワ島以外の地域（外島）で

の大規模なプランテーション開発と，ジャワ島での農業集約化や高付加価値化といった，地

域によって異なる形態をとる農業の発展のあり方がみられる。 

こうした中，インドネシア史上初の「庶民」出身のリーダーとしての人気が高いジョコウ

ィ大統領は，経済成長の恩恵を多くの人に「分配」するために，地域格差の是正や農家所得

の増加を図ることを公約に盛り込んだ（佐藤，2014）。具体的には，外島における農業開発

や，農家に対する補助金供与のような農業・農家保護的政策によって，主要農産物の自給・

輸出を維持しながら，農業従事者の所得を増加させること，また人口稠密で経済発展の著し

いジャワ島と，外島との間の経済格差を縮小するという政策の方向性が示されている（米倉，

2014，2016）。 

 本稿は，以上のようなインドネシアの農業・農政の現状について，主に 2010年以降の統

計資料などを用い，歴史的背景・地域的な多様性にも留意しながら，次のような点について

概説する。第一に，コメやその他の食料作物の需給動向などを把握する。第二に，パーム油

などのエステート作物の生産や輸出の現状を把握する。第三に，近年の農業開発政策の内容

を，紹介する。 
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２． 主要食料作物の需給動向 

 

（１） コメ(4) 

 

１） コメ輸入 

1990年代後半，インドネシアは大量のコメを輸入していた。2000年代からは増産による

自給を目指してきた。第 1 図にあるように，2002 年，2007 年，2011 年を除けば, 輸入は

あまり大きくない状況が続いている。主な輸入相手国は，ベトナム，パキスタン，タイなど

である（第 1表）。2005年から 2015年にかけて，各年のコメの輸入量が生産量に占める割

合は，平均 2.7%であった。 

2015 年には，エルニーニョ現象による干ばつが起きたため，食料不足に備えて若干量の

輸入が決定された。ベトナムから 51万トン，パキスタンから 18万トン，タイから 13万ト

ンなど，合計 86万トンを輸入した。 

 

（1,000トン） 

 

第 1図 インドネシアのコメの生産量と輸入量（2001 年-2015 年） 

資料：FAOSTAT, Statistik Indonesia, 各年号. 
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第 1表 インドネシアのコメ輸入量・輸入相手国（2001 年-2015 年） 

                   （単位：1,000トン） 

 

資料：Global Trade Atlas. 

 

(1,000ha)                                                           (トン/ha) 

 

第 2図 インドネシアのコメの収穫面積と単収（2001 年-2015 年） 

資料：FAOSTAT, Statistik Indoneisa, 各年号. 

 

２） コメ生産 

次に近年のコメ生産の状況をみる（長期的なコメの生産動向は明石，2016 参照）。2000

年代には，外島（スラウェシ島）を中心として，政府による灌漑設備の整備と同時に，農業

省食料穀物局の管轄する研究所で開発された新しい高収量品種（チヘラン，シンタヌ，イン

パリ，メコンガなど）の普及が進んだ。全国のコメの生産量は，2001 年から 2014 年にか

けて年平均 2.7%増加した。同じ期間，収穫面積と単収は，それぞれ年平均 1.4%, 1.2%ずつ

増加した（第 2図）。 

2015 年のコメの生産量は，前年に比べ 6.4%増加した（Statistik Pertanian，2016）。

2015年のコメの生産量は 7,540万トン，収穫面積は 1,410万 ha，単収は 5.3トン/haであ

った（第 2表）。「ジャワ」と「ジャワ以外」の地域(5)において，2010年から 2015年の間に
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生産量・収穫面積・単収がいずれも増加した。この間，ジャワにおけるコメの生産量や単収

は，ジャワ以外のそれらを上回っていたが，ジャワの収穫面積は，ジャワ以外のそれよりも

低かった。また，ジャワにおけるコメの生産量が，全国のコメの生産量に占める割合は，

2010年の 55%から 2015年の 52％に減少した。 

 

第２表 インドネシアのコメの生産状況・農地の利用（2010 年，2015 年） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注：「ジャワ」はジャワ島の 6州を，「ジャワ以外」は残りの 28州を指す。詳細は文末の註（5）参照． 

 

３） 農地・農業従事人口の減少 

かつて，コメの主産地であったジャワでは，都市の拡大により農地転用が進んでいる。そ

のため，ジャワの水田面積は，1980年代から減少し始めた。1990年代以降は，スラウェシ

島を除く外島でも水田が減少し始め，屋敷地・建物用地が拡大している（加納，2004，p325）。

2010 年と 2015 年の土地利用を比較すると，全国の農地面積，灌漑湿地面積，畑地や焼畑

利用地などが減少している（第 2表）。とくに近年は，ジャワ以外の地域で，灌漑湿地や畑

地などが大きく減少した。農地面積, そして水田面積が減少する中，コメの生産量が維持・

拡大されるのは，集約的農業が広まっているためであると考えられる。大規模な貯水池があ

る主産地のジャワ島，スマトラ島などの各地で，灌漑が整った低地では，2期作，3期作（第

1 作：10月～翌年 3 月の雨期，第 2 作：4 月～8月の半乾季，第 3 作：8～12 月の乾季作）

が行われる。 
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第３表 農業従事者数の性別・部門別内訳（2010 年，2015 年）   

                          （単位：1,000人） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

 

また，2015 年の全国の農業従事者数は，2010 年に比べて 343 万人以上減少した（第 3

表）。2010年から 2015年の間に，農業従事者数は年平均 2.2%減少し，4年間で 8.9%減少

した。男性の農業従事者数の減少率は年平均 1.9%（2010年から 2015年の 4年間に 7.3%），

女性のそれは年平均 2.8%（4 年間に 11.3%）におよんだ。地域別の内訳をみると，全国の

農業従事者数に占める、ジャワの農業従事者数の割合は，同じ期間に，46%から 43%に減少

した。部門別にみると、食料作物部門の従事者数の減少率は年平均 5.2%と最も高く，エス

テート作物や園芸作物の部門の従事者数はやや増加した（それぞれ年平均増加率 1.5%，

1.4%）。この期間に，ジャワにおける農業従事者数は，256万人減少した。ジャワではエス

テート作物部門従事者がやや増加したが，食料部門などの従事者の減少が大きかった。ジャ

ワ以外でも食料作物部門の従事者がやや減少したが，その他の部門の従事者は増加した。ジ

ャワ以外の農業従事者数の減少数は，87万人程度であった。 

そして若者の農業者の割合は低下している。たとえば 35歳以下の農業者が農業労働人口

に占める割合は，1993 年には 25%以上を占めていたが，2013 年には 11%になった。若者

を中心とする「農業離れ」は，農地の不足や，農業従事者の所得が非農業従事者よりも低い

という農業・非農業間の経済格差が要因であるといわれている（Sri Hery Susilowati，2014）。 

加納（2004）は，職業による経済格差に関して，1985 年から 1999 年までの農村・都市

における，農業労働者世帯，農家世帯，非農業世帯，非労働力世帯について，1人当たり年

収の比較を行っている。ここで，「農業労働者世帯」は，農地を自ら所有せずに，他世帯の

農地で労働に従事することで賃金を得る世帯を指す。「農家世帯」は，農地を自ら所有して

いたり，他世帯から賃借したりして農業経営を行う世帯を指す。また，「非農業世帯」は農

業に従事しない世帯，「非労働世帯」は，年金，利子・配当，送金などによって生活する世
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帯を指す（加納, 2004, p329）。加納は，①所有地 0.5ha以下の零細農家や農業従事世帯が，

最も低い階層を形成していること，②農業と非農業従事者の間で所得格差が拡大傾向にあ

ること，③農外就業による所得拡大効果は，都市よりも農村で大きいことを指摘する（加納，

2004，p330）。これらは，1980 年代から 1990 年代における，農業と非農業の従事者の間

の所得格差の拡大の傾向を示していた。 

同様のデータを利用可能な 1995年から 2008年までの傾向をみる（第 4表）。2008年，

農家世帯の一人当たり平均年収の水準は, 農業労働者世帯のそれの1.9倍の水準になってい

た。また, 2000年から 2008年までの年収の増加率は，非農業上層都市世帯（298%），非農

業上層農村世帯（284%），非農業下層農村世帯（268%）の順に高かった。農家世帯の同期

間の年収の増加率（253%）は，これらの 3グループの次に高かった。農業労働者世帯の年

収増加率（174%）が，すべてのグループの増加率の中で最も低かった。このように, 非農

業活動に従事する世帯の所得が増加しており，農地を持たない農業労働者世帯との間の格

差は，2000 年以降もさらに拡大しているとみられる。ただし，この期間，農家世帯の平均

所得増加率も比較的大きかったため，農業と非農業の従事者の間の所得格差が一概に開い

ているとはみられなかった。 

 

第４表 世帯種類別 1人当たり年収の推移（1995 年-2008 年）  

                   （単位：1,000ルピア） 

 

資料：加納（2014）, Statistik Pertanian, 2016. 

 

（２）食料消費の多様化・コメ以外の食料作物 

 

 今日の農業開発政策は，コメに比重をおいたものになっているが，都市の中間層や高所得

層は，より高付加価値で栄養の高い様々な食品の消費を好むようになっている（Tahlim 

Sudaryanto，2016b）。たとえば 2015年の調査では，農村世帯の穀物，動物性タンパク質，
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野菜・果物への支出の割合は順に 21%，9%，7%，都市世帯のそれらはそれぞれ 13％程度

であった（Statistik Indonesia，2016）。都市住民の多様な需要を満たすため，流通を整備

し，加工品のハラル認証など品質の安定を図る必要が高まっている(6)。政府は，コメ，トウ

モロコシ，大豆，砂糖，牛肉，エシャロット，トウガラシなどを，「重要作物」として指定

し，自給へ向けて取り組んでいる（Kementerian Pertanian, 2015）。 

1人当たりのコメの消費量は，他の作物に比べると圧倒的に大きいものの，減少傾向にあ

る（第 5表）。北スマトラ州などの農村では 1人当たりのコメの消費量が多く，都市部では

少ないという地域差がある。西ジャワの地方政府は，週に 1 日コメを食べない日を設ける

ことを進めている（2016年 10月農業省における聞き取り）。都市部では，麺類やパンの消

費の伸びによる小麦の消費量が増加し，食の欧米化による肉類の消費も伸びている。第 6表

には，インドネシア全国のコメ，トウモロコシ，大豆，小麦・小麦製品の供給量・利用量を

表している。 

 

第５表 主な食料品の年間 1人あたり消費量（2010 年，2015 年） 

                   （単位：kg） 

 
資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 
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第６表 主な食料作物の供給量・利用量（2013 年）                   

 

資料：FAOSTAT Food Balance Sheet. 

注：「生産量」から「食料」までの単位は 1,000トン. 

 

第７表 トウモロコシ・大豆・サトウキビの生産量・収穫面積・単収・輸入量 

（2010 年，2015 年） 

 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．「砂糖」の生産量・収穫面積・単収は、「サトウキビ」（sugar cane）のそれらの値を指す。輸入量については、「甘

しゃ糖、てん菜糖及び化学的に純粋なしょ糖」を含む値を指す. 

 

１） トウモロコシ 

トウモロコシは，食の欧米化にともなって肉類の消費が増える中，食用や飼料用として利

用されている（第 5 表, 第 6 表）。トウモロコシの 2015 年の輸入量（約 350 万トン）は，
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国内生産量（約 1,961 万トン）の 17％程度にのぼった。輸入相手国は，ブラジル（133 万

トン），アルゼンチン（177万トン），インド（9万トン）などであった（Global Trade Atlas）。

飼料用トウモロコシのうち，8割以上を家禽産業が，残りを牛肉産業などが消費する（USDA，

2016）。 

2015年の国内生産量は，2010年の生産量に比べて増加した（第 7表）。トウモロコシの

6 割がジャワで，4 割がジャワ以外で生産されている。全国の収穫面積は 379万 ha で，ジ

ャワ・ジャワ以外のいずれの地域でも，2010 年よりも減少した。全国の単収は，5.2 トン

/haで，2010年より増加した。とくにジャワの単収（6.0トン/ha）は大きく増加した。2010

年から 2015 年にかけて，全国の収穫面積に占めるジャワの収穫面積の割合は 52%と変化

しなかったが，ジャワの生産量が全国の生産量に占める割合（60％）は増加したのは，以下

に述べるように，ジャワにおける単収が増加したためである。 

ジャワにおいては，ハイブリッド種が 1990年代から普及し，単収が高まってきた（米倉，

2014）。2015年，全国のハイブリッドトウモロコシの種子の生産量（4万 1,000トン）は，

コメのハイブリッド種子の生産量（1,596トン）を大きく上回る（Statistik Pertanian, 2016）。

トウモロコシの自由交配高収量品種の種子生産量は，約 1,441トンであった。2015年，高

収量品種の種子の 49%，ハイブリッド種の種子の 97％は，ジャワで生産された。高収量品

種・ハイブリッド種の種子のジャワでの生産量が，全国の種子生産量に占める割合は，いず

れも 2010年より増加した。 

トウモロコシは政府による自給政策の対象品目である。BULOG という公社（内容は後

述）がトウモロコシの輸入を管理する権限を持ち，輸入トウモロコシの一部を小規模な家禽

業者に配布する。飼料用工場は，2015 年のエルニーニョの影響での生産の停滞や，トウモ

ロコシの輸入を減らす政府の方針により，飼料用トウモロコシの需要を満たすことが難し

くなり，代わりに飼料用小麦が輸入された。BULOGは国産トウモロコシの価格の安定化の

ために，農家から 1kg あたり 2,500 ルピアから 3,150 ルピアの間の範囲の価格で買い取っ

ている（2016年 3月, USDA, 2016）。 

 

２） 大豆 

大豆は，タフやテンペなどの加工品の生産に多く利用される（第 6表）。トウモロコシと

対照的に，有効な技術革新がなされず，単収が低い状況にとどまっている（全国の単収は

2015年 1.6トン/ha，第 7表）。1994年のWTO加盟後，輸入関税が引き下げられ，大量の

安価な大豆が輸入されるようになった（ARC国別情勢研究会，2015）。2015年の大豆の輸

入量は 226 万トンで，生産量の 2.3 倍であった。輸入相手国はアメリカ（約 220 万トン），

カナダ（2万 6,000トン），マレーシア（1万トン）などである（Global trade Atlas）。 

高収量品種の普及，農業技術の向上のため，一部の農民に肥料や種子が無償もしくは補助

金付きで配布されている（Tahlim Sudaryanto，2013）。2015年，大豆の高収量品種の種子

はジャワで 9,600 トン，ジャワ以外で 8,900 トン生産されている。ジャワでの高収量品種

の種子生産量は 2010年より減少し，ジャワ以外でのそれは増加した。ジャワにおける高収
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量品種の種子生産量が，全国の高収量品種の種子生産量に占める割合は，2010年の 60％か

ら，2015年に 52%に低下した（Statistik Pertanian, 2016）。 

湿地水田（sawah）において, 大豆は，コメと輪作される二次的作物（palawija）として

位置づけられる。また，乾燥地では，大豆は雨季の初めに生産される。大豆の主な生産地域

は，東ジャワ州，中部ジャワ，西部ジャワ, 東ヌサトゥンガラ，南スラウェシなどであると

され，主にジャワでの生産が盛んであった（Tahlim Sudaryanto, 2013）。 

2015年の大豆の生産量は 96万トンで，2010年の生産量に比べて増加した。大豆の 62%

がジャワで，38%がジャワ以外で生産された。2015 年のジャワの生産量が全国の生産量に

占める割合は，2010年のそれに比べて減少した。全国の収穫面積は，61万 haで，2010年

よりも減少した。2010 年から 2015 年の間にジャワでは収穫面積が減少し，ジャワ以外で

収穫面積が増加した。全国の単収は，1.6トン/haで，2010年より増加した。ジャワ以外の

生産量や，収穫面積が，全国の生産量，収穫面積に占める割合が増加したことや，先述のよ

うにジャワ以外での高収量品種の種子生産が増えていることから，大豆生産の中心がジャ

ワからジャワ以外へ移行する傾向がみられる。 

政府は，BULOGによる大豆の調達，流通管理，在庫確保を行っている。たとえば，農家

からの調達（調達価格 2013年 7,000ルピア/kg），輸入大豆の小規模加工業者への販売（販

売価格 2013年 7,700ルピア/kg），BULOGとその他少数の企業のみに対する輸入の許可な

どによって，価格安定化を図ってきた（Tahlim Sudaryanto, 2013）。また，自給化を図る

ため，2013 年まで，大豆の輸入関税は，5%に設定されていた。しかし大豆の輸入関税は

2013 年に外圧に押された形で 0％になり，安価な大豆の輸入の拡大につながった（米倉，

2014，p92）。 

 

３） 砂糖 

 砂糖は，1920 年代，オランダ系資本によるジャワでの精糖業の支配下で，輸出向けの最

も重要な品目であったが，その後，他の品目に代替されていった（加納，2004）。水田の賃

借によって確保された圃場で収穫されたサトウキビは，製糖工場に搬入され，原料糖に加工

されるか，精白糖に精製されたたうえで，出荷・輸出された。採算をとるにはかなり大規模

な圃場と，工場設備が必要である。砂糖生産者は，少量の黒糖を製造する小農と，大規模な

製糖工場に分けられる。ジャワ産の砂糖は, インド，中国などアジア地域向けに消費用の精

白糖として輸出されてきた。 

今日，インドネシアには大規模な製糖工場を経営する企業（民間・国営企業を含む 98企

業，2015年）がある（Tahlim Sudaryanto，2014）。2013年には 61%の砂糖生産が国営企

業によりなされていた。また，サトウキビの多くは小農によって生産され，製糖工場に販売

される。大企業によるサトウキビの生産量は低迷している一方，小農による生産量は増えて

いる。2013 年には，国内生産量と輸入量からなる総供給量のうち，280 万トンが直接消費

用の精白糖に，238万トンが原料糖に加工された。 

政府は，砂糖の価格を安定させ，小農によるサトウキビの生産のインセンティブを増加さ
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せるために，砂糖公社（Sugar Board）を通じた価格・貿易政策を行っている。たとえば，

製糖工場が小農からサトウキビを買い取る際の基準となる価格を設定している（2014 年は

精白糖の価格が 9,465 ルピア/kgに設定され, 工場はそれに合わせて小農からのサトウキビ

買い取り価格を設定する）。また，自給率向上のために砂糖の輸入を規制しており，消費用

の精白糖と産業加工用の原料糖の需給動向によって輸入割当が設定されている。 

2015 年のサトウキビの生産量は 262 万トンで，2010 年の生産量に比べて増加した（第

7表）。全国の生産量のうち，64%がジャワで，36%がジャワ以外で生産されている。ジャワ

の生産量が全国の生産量に占める割合は，2010 年から 2015 年に増加した。ジャワ，ジャ

ワ以外の両地域で，2010年から 2015年の間に収穫面積が増加した。全国の単収は，5.5ト

ン/haで，2010年より増加した。インドネシア国内における消費の拡大により，2015年の

砂糖（甘しゃ糖、てん菜糖及びしょ糖を含む）の輸入量は 347万トンに上り，生産量（262

万トン）の 1.3 倍以上となった。主な輸入相手国は，タイ（179 万トン），オーストラリア

（102万トン），ブラジル（47万トン）などである（Global Trade Atlas）。 

インドネシアでは，時代によって, さまざまな作物が輸出の中心となってきた。輸出産

業としては衰退しても，砂糖生産・輸出は現在も行われているが，国内需要増加のために

純輸入国となっている。2015年の輸出金額 5,521万 USドルは，輸入金額 12億USドル

を大きく下回る（Statistik Pertanian, 2016）。 

 

４） 肉類 

インドネシアでは，1 人当たり肉類の消費量が増えている（第 5 表）。国民の 9 割弱がイ

スラム教徒であり，豚肉を食べることを避ける人が多いため，鶏肉，牛・水牛の肉の生産量

や消費量が多い（第３図）。また，先述のように，肉類の消費のために飼料の需要が増え，

トウモロコシの生産・輸入の増加につながっている。 

2015 年の牛肉・鶏肉・牛乳の生産量はそれぞれ 54 万トン，206 万トン，83 万トンで，

牛肉と鶏肉の生産は 2010年よりも増加し，牛乳の生産は減少した（第 8表）。 

 

第 3 図 インドネシアで生産される肉類の内訳（2015 年） 

資料：Statistik Pertanian, 2016. 

 

鶏, 67.6%

牛、水牛, 

17.7%

豚, 10.8%

羊, 3.6%
その他, 

0.3%
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第８表 牛肉・鶏肉・牛乳の生産量・輸入量（2010 年，2015 年） 単位：トン 

 

資料：Statistik Pertanian, 2016. 

注．牛肉は牛・水牛の合計, 鶏肉は在来品種（Local Chicken）と外来品種など（Broiler, other Poultry)の合計． 

 

国産の牛肉・鶏肉のおよそ 55~65%，および牛乳のほとんどが，ジャワ島で生産される。

2015年の輸入量は，牛肉が 5万トン，鶏肉が 2,990トン，牛乳が 37万トンで，2010年の

輸入量に比べ，牛肉は減少し，鶏肉と牛乳は増加した。2015 年には，牛肉・鶏肉とも，自

給率は 90％を超える高い水準にある。とくに輸入量の多い牛肉について，その主な輸入相

手国は，オーストラリア（4 万 2,000 トン），ニュージーランド（9,000 トン）などである

（Global Trade Atlas）。 

肉類の価格は上昇している。たとえば，主要都市 33都市における牛肉・鶏肉それぞれの

平均価格は，2010 年には 66,329 ルピア/kg，24,166 ルピア/kg であったが，2015 年のそ

れぞれの価格は 104,328ルピア/kg，29,962ルピア/kgとなった (Statistik Pertanian, 2011, 

2016）。2010年から 2015年にかけて，牛肉の価格上昇率は当該期間の物価上昇率（年平均

5.6%価格）を上回り，鶏肉の価格上昇率は物価上昇率を下回った。これは，とくにブロイラ

ーの国内生産量が増えたためであるとみられる（ARC国別情勢研究会，2015）。 

牛及び牛肉の輸入は 1990 年代から急増した。2014 年，農業省は牛肉自給化プログラム

をスタートさせ，牛肉の価格の安定化を図っている。商業的金融整備，小農や貧農へ向けた

現金給付策，政府・海外援助による飼養頭数増加プロジェクトを行っている（2016年 10月

農業省における聞き取り）。 

インドネシア農村での肉用牛経営は，農業経営との複合経営として成り立っている

（Reni Kustiari，2014）。飼養頭数の 95％は小農が占め，大規模企業的経営による飼養頭

数は 5%にすぎない（Statistik Pertanian，2016）。国内需要の充足，農民所得向上, 栄養改

善，農村雇用創出策などの一環として，肉用牛生産に関する政策が実施されている。 

 

５） 小麦 

小麦の輸入量は，コメの輸入量（第 1表）に比べても大きい（2015年の小麦輸入量 741

万トンは，コメの輸入量 86万トンの 8.6倍，第 9表）。インドネシアはエジプトに次いで

世界第 2位の小麦輸入国である。2015年の主な輸入相手国は，オーストラリア（427 万ト
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ン），カナダ（172万トン），ウクライナ（66万トン），アメリカ（39万トン）である。イ

ンドネシアは，1995 年以来，オーストラリアの最大の小麦輸出先となっている（数量ベー

ス）。オーストラリアからインドネシアへの輸出シェアが増加する一方，日本への輸出シェ

アは減少傾向にある。インドネシアはオーストラリアから主として Australian Standard 

White Wheat という，製麺用原料として日本でも幅広く使用される品種の小麦を輸入する

ため，日本と競合関係にある（池田，2016）。 

近年，ジャカルタ，スラバヤなどの都市では，1日のうち 1食の主食をコメからパンや麺

に置き換えるようになっている（Tahlim Sudaryanto，2016b）。大都市のレストランでの

小麦食品の使用や，カップ麵，インスタント麺の製麺用需要が増大していることなどが，小

麦需要増加の要因と考えられている。輸入された小麦は製粉され，製麺，パンの製造，その

他の菓子の製造や，家庭用などに利用される（USDA，2016）。小麦の製粉はサリム・グル

ープの 3工場が独占していたが，小麦輸入が自由化されて以降，非サリム・グループの製粉

工場が増加した（ARC 国別情報研究会，2015）。しかし，為替レート安も影響し，輸入はあ

まり増加しない見込みもある（2016 年 10 月インドネシア農業社会経済政策研究所での聞

き取り）。 

 

第９表 インドネシアの小麦の輸入量・輸入相手国（2001 年-2015 年） 

                   （単位：1,000トン） 

 

資料：Global Trade Atlas 

 

３．農産品貿易・エステート作物の輸出 

 

（１） インドネシアにおける農産品貿易 

 

農産品貿易においては，食料作物の自給率向上とともに，輸出志向的なアグリビジネス

の発展が目指されている。インドネシアは，植民地期から 1990年代半ばまで，コーヒ

ー，砂糖，ゴム，石油・天然ガスなどを，欧米やアジア諸国に向けて輸出していた（加

納，2004，p72-75）。その後，20世紀末の輸出志向工業化政策や，アジアにおける急速な

工業化と貿易の活発化の中で，製造業製品の輸出金額が全体の輸出金額に占める割合は，

2000年には 58%に達した（第 10表）。しかし，2000年代, 製造業製品の割合は低下し, 

2015年には 47％となった。逆に，農林水産物資の輸出の割合は増加し,  2015年には
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20％となった。インドネシアは，今日も, 中国，インド，ASEANなどに対する，農林水

産物資や鉱物性燃料などの資源の供給国という地位にある(7)。 

 

第１０表 インドネシアの輸出品の構成の推移（2000 年-2015 年） 

 

資料：Statistik Pertanian, 各年号. 

注：農林水産物資および製造業製品の分類は加納（2004）に従った． 

 

2015 年の農産品合計の純輸出額は，2010 年のそれに比べて減少した（第 11 表）。2010

年，2015 年とも，エステート作物部門が黒字であり，食料，園芸作物，家畜・家畜製品部

門が赤字である。エステート作物部門において，2015年のパーム油の輸出金額（173億 US

ドル）は，エステート作物輸出額の 64％，農産品輸出額の 62%，全輸出金額の 11%を占め，

世界一の水準であった（Global Trade Atlas）。2010年と比べ，単価が下がったが輸出量が

増えたので，輸出金額は 2010年より増加した。主な輸出相手国は，2015年，インド（574

万トン），中国（363 万トン），パキスタン（232 万トン）などであった。また，エジプト，

バングラデシュ，オランダ，イタリアなどにもそれぞれ 100万トン以上輸出している。 
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第１１表 農産品の輸出額・輸入額・純輸出額（2010 年, 2015 年） 

                            （単位：1,000USドル） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．純輸出額は，輸出金額から輸入金額を差し引いた値． 

 

（1,000トン）                               （USドル/トン） 

 

第４図 パーム油の輸出量・輸出単価（2001 年-2015 年） 

資料：Global Trade Atlas. 

注 (1) 「パーム油」は，「パーム原油」と「パーム精製油」の合計を指す. 以下の図表も同様. 

(2) 輸出単価は，「パーム油輸出総額」（原油輸出額と精製油輸出額の合計）を，「パーム油総輸出量」（原

油輸出量と精製油輸出量の合計）で除した値. 
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2011年の 1,050USドル/トンをピークに，パーム油の輸出単価は急落した（第 4図）。

これは，石油価格の低下の影響によるパーム油の国際価格の急落が要因とされている。

2015年の単価は 581USドル/トンに落ち込んだ。2016年には 631USドル/トンにやや増

加した。 

このようにパーム油などのエステート作物輸出が盛んなインドネシアであるが，農産品

貿易に関して，2012年食料法は，事態によって食料輸入と輸出双方に制限を設けることに

法的根拠を与えている。輸出については，国内在庫分と国内消費分を十分に確保できる場

合，輸入については国内生産が不足する場合に認めるという方針が定められている（Iqbal 

Rafani, 2014）（8）。 

ASEAN諸国からの輸入品の多くについて，ゼロ関税の合意をしているものの，例外と

して，国内価格を保護するためコメ，砂糖の関税が認められている。2000年半ば以降，コ

メに 25%，砂糖に 5~10%の輸入関税を課している（従量税，2016年 8月現在）。野菜や

加工品については，検疫措置による食品の安全性確保，ハラル規制が強化されている。 

2013年，商業省は，牛肉・牛肉関連製品，トウガラシ，エシャロットなどの輸入割当制

を廃止した。代わって，国内価格動向を参照しつつ，一定水準以上の上昇時には輸入措置

を講じ，逆に下落する場合には輸出する「参照価格制」を導入した（米倉，2014，ｐ

95）。同年，商業省は，ハラルや食料の安全性に関する，事前の農業省による審査（冷蔵

施設，輸送手段を保有し，複数の流通業者と取引があって，独占の危険のない業者や生産

者を選ぶためのもの）において認められた業者や生産者に限り，輸入ライセンスを与える

ことにした。ただし，小売価格が一定のレベル以上でなければ，輸入は認められない。こ

れは，国内価格の安定化を図るための輸入抑制的な措置とされるが，国内需要の増加のた

め，先述のように牛肉の価格は上昇し続けている。 

 

（２） パーム油の生産と輸出 

 

１） パーム油の輸出 

次に，インドネシアの輸出産業の中心であるパーム油の生産や輸出の状況を確認する。パ

ーム油は，安価な油脂，バイオディーゼルの原料として利用が拡大している（杉野・小林，

2015）。政府によるアグリビジネス振興，農業部門の輸出志向化政策の下，国内外の大企業

が外島に開発した大農園において，ジャワからの移住事業（トランスミグラン）によって入

植した人々が生産を担い，パーム油の生産・輸出が拡大してきた（永田・新井，2006）。 

パーム油は，「パーム原油」（crude palm oil: CPO）と「精製パーム油」（refined palm 

oil）とに大きく分けられる（賴，2012，p106-107）（9）。政府は，パーム原油よりも加工度

の高い精製パーム油の輸出を促すことにより，輸出品の高付加価値化を図っている（賴，

2012，2014）。精製パーム油は，パーム原油に比べて高価格である。そのため，精製パー

ム油の輸出を増やすことにより，国際的なパーム油価格の下落による輸出金額の激減の衝

撃を和らげることができる（Rifin Amzul, 2009）。 
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これらのことから，近年の政府の輸出関税政策は，精製パーム油については輸出促進的, 

パーム原油については輸出抑制的なものになっている。政府は，2011 年から精製パーム油

など加工度の高い商品にかかる輸出関税の上限を 25%から 13%へ引き下げた（賴, 2014）。

また，2015年からは，パーム原油の輸出には 50USドル/トンと，精製パーム油の輸出関税

（30US ドル/トン）よりも高い水準の輸出関税が課されている (Indonesia Investment, 

2017）(10)。輸出関税の削減や，パーム油精製工場への投資誘致策などの効果により，イン

ドネシアにおける精製パーム油の生産量・輸出量は増加傾向にある。パーム原油以外の輸出

額がパーム油全体の輸出額に占める割合は，2010年には 42％であったが，2015年には 71%

に増加した。このように，近年，精製パーム油などの高付加価値商品の輸出は，パーム原油

の輸出を上回るスピードで増加した（第 4 図）。2014 年まで減少し続けていたパーム原油

の輸出量も，2015年には増加に転じた（Statistik Pertanian，2016）。 

また，パーム油の国内消費は，2000年の 326万トンから，2010年には 627万トン，2015

年には 858 万トンに達した。国内で加工され，調理油，マーガリン，石鹸，オレオケミカ

ル，バイオディーゼルの原料などとして利用される（Indonesia Investment, 2017）。 

 

２） パーム油の生産 

パーム油のほぼ全量が，外島で生産される。2015年の全国の生産量や収穫面積は，

2010年よりも増加した。スマトラ，カリマンタン，スラウェシでとくに増加が大きかった

（第 12表）。最近はカリマンタンでの開発が進んでいる。スマトラではゴムから，スラウ

ェシではココアから，パームへの転換が進んでいる（2016年農業省での聞き取り）。 

国営農園会社（PT. Perkebunan Nusantara: PTPN），多国籍企業などの民間企業（Raja 

Garuda Mas グループ，アグリビジネスグループ企業 Asian Agri の子会社である PT.Inti 

Indonsawit Suber，Sinar Masグループ，Wilmarグループなど）と，その傘下にある契約

農民（「プラズマ農家」と呼ばれる）や国家プロジェクトに参加した入植農民が，従来，パ

ーム油生産の主な担い手であった。近年は，企業契約や国家のプロジェクトに参加していな

い地元農民による生産が拡大している（杉野他，2013，2014，永田・新井，2006）。そのた

め，2010年から 2015年にかけて，小農によるパーム原油の生産量が増えた（第 13表）。 
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第１２表 パーム油の生産量・収穫面積・単収・輸出量（2010 年, 2015 年） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．地域区分は，文末註（5）を参照． 

 

第１３表 パーム油の生産者種類別の生産量の推移（2010 年, 2015 年） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

 

一次産品の素材的な特性という視点からパーム油産業のアグリビジネスとしての発展・

社会にもたらした帰結を分析した賴（2012，2014）は，アブラヤシ生産には一定規模の投

資が必要で，収穫後はすぐに加工しなければならず，また農園の管理を毎日は必要としない

ことなどから，資本の少ない農民による経営の維持は難しく，富農や大企業による寡占，土

地集積，不在地主化が起きやすいと指摘した。 

ただし一方で，パーム油生産の中心地域の一つであるリアウ州のパーム油収穫面積の約

半分が，企業と関連のない小農による管理下にあるとされている（永田・新井，2006）。杉

野他（2014）は，スマトラ島における国営パーム油企業による CSR活動をとりあげ，協同

組合が機能し，中核農園企業へ依存せずに農家が生産を行っている，例外的な事例として紹

介している。企業からの支援を受ける機会の少ない小農に対する融資事業も開始されてい

る（杉野他，2013）。このように，インドネシアにおけるパーム油産業は，加工技術の地元

における定着や，住民の雇用・所得増加のような効果ももたらしていると考えられる。 

ただし，農園開発による環境破壊や土地を巡る地元住民との間の紛争についてはまだ多

くの課題が残されている（Gary D. Paoli et al., 2013）。大統領令 2012年第 72号は, マン
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グローブの生態系の管理・維持の戦略を定めているものの，管理・保護の具体的方法を明記

していない。今後，地元住民の権利や森林など自然資源の適切な保全を重視する取り組みを

行う企業に対する認証制度を整備するなど，持続的な開発の管理体制を改善していくこと

が期待される（内田，2016）。 

 

４．農業政策 

 

（１）ジョコウィの政権の方針・農業開発計画（2015 年～2019 年） 

  

1984年にコメの自給化が達成された後，インドネシアの農業政策は，市場の機能を高め，

資源の効果的かつ効率的な利用を促す，商業化という方向を目指してきた（米倉，2003）。

1997年のアジア通貨危機後，当時のスハルト政権が IMFから緊急財政融資を受ける際，農

業分野の構造改革（肥料補助金の廃止・削減，食料調達庁（BULOG）の公社化と役割の変

化など）が，規制の撤廃，行政の地方分権化とともに急速に進められた（西村，2008）。 

 2005年から 2025年を対象とする農業政策に関連する国家長期開発計画（National Long-

Term Development Plan: RPJPN）において, 農業・農村開発の目標は，農民の福祉を向上

させるための，アグリビジネスの発展による農業の効率化，近代化，高付加価値化とされて

いる（Republik Indonesia, 2007）。同じ時期の長期農業開発計画（Long-Term Agricultural 

Development  2005-2025 Vision and Direction）においては，食料自給を保証し，農業コ

ミュニティの繁栄のため，競争力があり，平等で持続可能な農産業システムの実現が目標と

されている（西村，2008）。2012 年の「新食料法」，および 2013 年の「エンパワーメント

関連法」（Empowerment Law）などの制定などにおいて，コメなどの主要な食料作物の「自

給」・「自律的」生産システムの構築がより強調されるようになっている。気候変動，自然災

害，土壌侵食などによる食料生産の停滞が，2008 年のような「食料危機」を引き起こし，

食料の安全保障を脅かすという認識に基づき，農業政策における食料生産体制の強化につ

ながっているとされる（OECD，2015）。 

佐藤（2011）は，ユドヨノ政権が示した全国の全産業を対象とする開発方針について，ス

ハルト政権が推進した全方位的工業化（「フルセット主義」工業化）になぞらえ，「フルセッ

ト主義 Ver. 2.0」と名付けている。中長期計画を補完する位置づけである，Master Plan: 

Acceleration and Expansion of Indonesia Economic Development 2011-2025 (Republic of 

Indonesia, 2011) は，国内に 6 つの経済回廊を設定し，ジャワ島だけでなく，外島の特色

を活用した経済開発計画を実施する姿勢を明確にしている。 

ジョコウィ政権による農業政策は，2000 年以降の「農業再活性化」の時期の延長に位置

づけられる。ただし，先に述べたようにジョコウィ政権は，経済成長の恩恵が，一部の富裕

層だけではなく，多くの人，とくに貧しい小規模な農業従事者にいきわたるという「成長の

果実の分配」を重視した政策をとっている。その方針が，小農へ向けた農業関連の補助金の

増加につながっている（米倉，2016）。 
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米倉によれば，2015 年から 2019 年にかけてのジョコウィ政権の第 3 次 5 カ年計画国家

中長期開発計画（National Medium-Term Development Plan: RPJMN）に対応して，農

業省は次の 6 項目を計画目標としている（Indonesia Agricultural Plan，Kerentrian 

Pertanian, p204）。 

① コメ，トウモロコシ，大豆の自給を達成し，肉類および砂糖の生産の増大を図る 

② 食料消費の多様性を高める 

③ 農産物の付加価値を高め，輸出市場における競争力を高め輸入代替を進める 

④ バイオインダストリーならびにバイオエネルギーの原材料確保 

⑤ 農家世帯所得の向上 

⑥ 政府機構の活動のアカウンタビリティ改善 

 投入財利用促進の活動，肥料補助金プログラム，灌漑インフラの整備，水利組合の強化，

普及制度の再活性強化などの重視という農業省の目標は，ユドヨノ大統領の時代の従来の

目標と，同様である。第 14表には，農業省の主要食料品増産目標および所得・貿易に関す

る数値目標が示されている。単に増産のみならず，農家経済の改善を重視している点に特色

がある。農業従事者 1人当たり農業所得水準の伸びの目標を年 4.3%としている。 

 貿易に関しては，生産の増加，輸出の振興，輸入の抑制を政策の基本としている。野菜，

果物，エステート作物のカカオ，コーヒー，茶などの生産性の向上，品質改善などを通じた

競争力の改善，流通ルート，国内の輸送路や輸出港の整備などのインフラ投資の促進が重要

である。 

ジョコウィ政権の「政権公約（NAWACITA:9つの優先アジェンダ）」に掲げられた経済分

野のアクション・プログラムでは，農業分野の重点課題が具体的に挙げられた。 

 

第１４表 農業部門の計画概要（2015 年-2019 年） 

 

資料：米倉，2016，p28（原資料：Statistik Pertanaian, 2015） 

 

① 食料輸入管理政策の策定，国内加工農産品の輸出振興 
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② 農業部門の貧困削減と農民の世代交代促進（2019 年までに 1,000 か村で苗の自給，農

民の能力向上，2019年までに 300haの灌漑地の拡大, 25のダムの修復，道路・市場の

整備，年率 15%の投資増加による村落開発と魅力度の増進） 

③ 農地改革（900 万 ha の農地の所有権の小農・農業労働者への移転，世帯あたり農地所

有の 0.3haから 2haへの増加，ジャワ島・バリ島以外での 100万 haの農地の開拓） 

④農業・中小零細企業・協同組合専門銀行の設立による小規模アグリビジネス振興 

牛肉輸入をめぐる汚職問題の解決や，農地面積拡大，土地の分配，専門銀行設立により，

アグリビジネスや農民の農業関連分野への投資促進の狙いがある（佐藤，2014）。このよう

な動きは，社会の貧困層を構成する零細な農民への社会政策にとどまらず，多量の農村人口

が消費市場として重要性を増していることを反映している（米倉，2016）。生産振興策に関

しては，コメの種子自給が懸案事項として挙げられている。 

 

（２）農業政策の内容 

 

 以下では，国民の食料安全保障を目的として実践されている，3つの農業政策，１）価格

支持政策，２）食料補助政策，３）肥料および種子補助金について，簡単に紹介する（詳細

は明石 2015，2016，OECD，2012，2015 参照）。1990 年代以降の，食料法，独占禁止法

の施行，地方分権化関連法の成立という自由化・構造調整の流れが，これらの政策の実施主

体である，旧食料調達庁（BULOG）の公社化に大きく影響した。すなわち，独立採算をと

りながら，食料安全保障とセーフティネットを維持するという公的機能を担う方策として，

農業政策が展開されるようになっている（米倉，2004，p281-282）。しかしながら，実際に

は財政負担は著しく増加している。農業関連の補助金の合計額は, 2009年以降は毎年 30兆

ルピアを超え，2014年度は 41兆ルピアに上った（米倉，2016，p27）。 

 

１）価格支持政策 

2000年代以降，政府が自給達成を目標とする重点作物として指定している，コメ，砂糖，

肉類，トウモロコシなどに関して，輸入関税，輸入割当，輸入ライセンスなどの各種の規制

が適用され，価格の管理が行われるようになった（OECD，2015）。 

政府は米価を安定化し，国産米の買い上げと輸入米で備蓄米の量（約 3 ヶ月分：およそ

150～200万トンに設定）を調整する役割を担う（西村，2008，p130）。国産米の買い上げ

の「基準価格」となるのが，生産者米価の「政府購入価格」（もしくは「フロア・プライス」、

「政府調達価格」）と，消費者米価の上限価格（もしくは「シーリング・プライス」）である。

農家は，民間の集荷業者による買付価格が「政府購入価格」よりも高ければ，集荷業者にコ

メを販売する。集荷業者の買付価格が，「政府購入価格」を下回った時には，BULOGが農

家からコメを買い上げる。BULOG によるコメの調達は，KUD（村落共同組合）・

DOLOG/SUB-DOLOG（州/県食料調達事務所）を通じて行われる。また，民間部門の市場

価格が，「シーリング・プライス」を上回った時には，備蓄米を放出して米価を下げる操作
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を行った。 

第１５表によれば，2010年には，品質の高い GKGの農民販売価格（精米所価格）（3,162

ルピア/kg）は，「政府購入価格」（3,300ルピア/kg）を下回っていたので，BULOGが農家

からコメを買い取った。しかし 2011年より後には，農民販売価格（農家庭先価格および精

米所価格）が，「政府購入価格」を上回っている。そのため，農家が民間の集荷業者にコメ

を売るようになり，BULOGによる調達が困難になった。政府は，貧困家庭にターゲットを

絞って低価格米を供給するプログラムである，「特別市場操作」（Operasi Pasar Khusas：

OPK, 後の RASKIN）を開始した（米倉，2003）。BULOG は，RASKIN と在庫維持のた

めに限定的に農民からの買取を行っている。コメの生産量のうち 5%ほどしか調達していな

いものの，市場価格を上昇させる影響力を持っているとされる（Tahlim Sudaryanto, 

2016a）。農業省，経済調整省，BULOGによって決定される「政府購入価格」は，2015年

は，前年に比べて上昇した（Statistik Pertanian, 2016）。 

 

第１５表 コメの農民販売価格と政府購入価格（2010 年-2015 年）  

（単位：ルピア/kg） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．GKGは高品質米，GKPは比較的低品質なコメ． 

 

２）食料補助政策 

「RASKIN」（Rice for poor）は，富者貧者に関わりない一般的低米価施策ではなく，特

定貧困層のみに補助価格でコメを売る制度である。しかし，貧困世帯を特定選別して全体の

補助金負担を減らすという BULOG の思惑通りにはいかず，制度と実態のかい離が観察さ

れる（米倉，2004，p280）。2000年頃は，年平均 190万トンのコメが配布され，プログラ

ムへの支出額は年間 2兆ルピア程度であった。支出額は増加し続け，2015年，この補助金

の費用は，おおよそ 18.8 兆ルピアに相当する。2015 年の配布米は 270 万トン，対象世帯

は 1,550 万世帯であった。各世帯の受取量は月間 15kg で，米価の 87.8%が補助される

（Tahlim Sudaryanto，2016a）。 
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OECD（2015, p66）の試算によれば，RASKINにより販売されるコメはインドネシアの

コメの流通量の 8%を占める。補助金付きのコメを受け取る世帯は，「貧困世帯」の 70％と，

「貧困でない世帯」の 40％を含む。また，「栄養不良世帯」の約 50%と，「栄養不良でない

世帯」の約 48%を含む。このように，相当数の「貧困でない」もしくは「栄養不良でない世

帯」が，配布対象世帯に含まれている。 

米倉（2004）は，東ジャワにおける農村調査を踏まえ，このようなターゲッティングの問

題を以前から指摘していた。対象世帯の選定は RT（隣組）の長の裁量に任されている。多

くの村では平等原理がはたらき，貧困者以外も対象になっている。RASKIN で配布される

コメの品質が悪く，地元市場の取引を圧迫することや国内小売価格を押し上げて国際価格

との差を拡大させることもある。 

OECD（2015）は，RASKINに代わる，社会的な補助プログラムとして，BLT (Bantuan 

Langsung Tunai、「直接現金補助」の意) に注目している(11)。この制度は，2005年に燃料

補助削減のために貧困層向けに導入された。世界銀行によれば，BLT は，長期的な貧困削

減効果があるという。RASKIN や，補助金の予算は，制度ができ定着する中で，地方から

要求される補助が毎年大きくなる傾向がある。他方，BLTのプログラムの実施は, 2005年，

2006年，2008年，2009年のような食料不足の年に限定された。2005年から 2012年の間

の BLTに関する平均年間支出額は約 8.2兆ルピアで，RASKINや肥料補助金のそれ（順に

11.6兆ルピア，11.7兆ルピア）より低かった（OECD，2015, p64）。 

 

３）肥料および種子補助金 

 2003年に肥料補助金が復活し，耕作面積 2ha未満の農民に対して補助価格で肥料が供与

されることになった。各種の肥料に対する政府の補助率は 50％を超える（第 16表）。肥料

補助金の拡大により，尿素肥料（Urea）などの化学肥料の使用量は増加した。補助金は肥

料生産者に供与され，農家に低価格で肥料が販売されるため，肥料会社の裨益が大きいとい

う批判がなされている（OECD，2012, 2015）。農村でも，プランテーション経営者や漁業

関係者などが，肥料補助金プログラムを利用して低価格の化学肥料を使うこともある。肥料

補助金に関する費用は，2010 年には 18 兆ルピア，2014 年は約 21 兆ルピア，2015 年は

28.5兆ルピア，2016年には 30.1兆ルピアに達する（Tahlim Sudaryanto，2016a）。 

補助金付き肥料の必要量は，各村で農民グループが必要な量を決定し，それを上位の行政

機関に申請する，という方法で決められる。2015 年において，各州から申請された量に対

する，実際に配布された量の割合（「充足率」と表記）は，ジャワ以外島の地域における有

機肥料及び ZA を除き 90％を超えた（2015 年）。2010 年の充足率に比べると，2015 年の

充足率は全体的に増加した。 

また，種子の開発・補助に関連し，インドネシアは，2007/08年の食料危機以降，ハイブ

リッドライスの導入に動き出した（米倉，2014）(12)。中国企業と共同で，ライスハイブリ

ッドセンターを設立し，多国籍企業が国営企業（PT Sang Hyang Seriと PT Pertani）と共

同事業を始めた。国営企業が生産するコメの種子は，補助金付きで配布されている。2015
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年，約 1,500 トンのハイブリッドライス種子，約 6 万トンのコメの高収量品種の種子を配

布した。その他ハイブリッドトウモロコシの種子（約 4万トン），大豆の高収量品種の種子

（1万 8,000トン）も補助対象であった（全補助金支出額は 5,560万USドルであった）。 

2015 年のハイブリッドライスや高収量品種の種子国内生産量（順に 1,500 トン，8 万

7,000 トン）は，2010 年のそれらの種子の生産量（5,800 トン，19 万トン）を，大きく下

回った（Statistik Pertanian，2016）。国内の高収量品種の種子生産の 42%，ハイブリッド

ライスの種子生産の 100%は，ジャワで行われた。全国のハイブリッド種子生産量に占める，

ジャワの生産量の比率は，コメで 100％，トウモロコシで 97％である。高収量品種の種子

生産が広く外島でも行われているのに対して，ハイブリッドライスやハイブリッドコーン

の種子生産はジャワに集中している。インドネシアでは，中国やベトナムほどには，ハイブ

リッドライスの普及が進んでいないといわれている（Tahlim Sudaryanto，2016a）。2010

年から 2015年にかけて，国営企業を中心に研究開発された 56種類のコメの新品種（2015

年には 5種類）がリリースされた。 

 

第１６表 肥料補助金対象の補助価格・配布量・充足率（2010 年, 2015 年） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．配布量の単位は 1,000トン，肥料価格・補助率は 2015年の値． 
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第１７表 農業クレジットの実施状況（2010 年, 2015 年）   

                     （単位：100万ルピア） 

 

資料：Statistik Pertanian, 2011, 2016. 

注．食料作物はコメ，トウモロコシ，大豆など．園芸作物は，キャッサバ，サツマイモ，ピーナッツ，ソルガム，サト

ウキビ，チリ，エシャロット，ポテト，バナナ, ジンジャーなどである． 

 

その他の政策としては，農民組織を通じて資金の円滑な提供と回収を担保する, 食料安全

保障クレジット KKP-E（一般農家向け食料・エネルギー保障クレジット）が継続されてい

る（米倉，2003）。また 2010年から 2015年の間，食料作物，園芸作物，家畜生産を対象と

するクレジット供与額は，いずれも増加した（第 17表）。ジャワにおける供与額が，全国の

供与額に占める割合は，食料作物部門や家畜生産部門で，2010 年から 2015 年の間に増加

した。 

 

５．まとめ 

 

本章では，ジョコウィ政権の政治経済的基盤が安定する中で進められている，最近の農

業・農政の概要を紹介した(13)。2010年以降，地域別・全国的な農業の状況は，次のように

まとめられる。 

全国的に，農地面積や農業従事人口が減少している。ただし，ジャワでの食料作物の集約

的生産や，ジャワ以外のエステート作物部門の拡大が続いており，全体として農業生産は拡

大している。2000 年代以降の増産政策の下，コメは自給を維持できる生産量を達成してい

る。ジャワ，ジャワ以外の両方で生産量・収穫面積・単収は増加し，両地域の生産量の差異

は 2010 年に比べて 2015 年には縮小していた。2015 年には若干量のコメが東南アジアか

ら輸入された。 

食料消費の多様化に伴い，トウモロコシ，大豆，砂糖，牛肉などの自給政策もとられてい

る。また，小麦の輸入が急増している。トウモロコシの生産は，ジャワにおけるハイブリッ
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ド種の普及によって増加している。ただし，輸入も増加している。コメとトウモロコシの輸

入量は，国内の生産量を大きく下回る。技術革新が遅れてきた大豆や砂糖の生産も伸びてい

る。大豆の生産はかつてジャワを中心に行われていたが，近年，高収量品種の種子生産など

も含め，ジャワ以外における大豆生産も拡大している。逆に，サトウキビの生産はジャワに

集中する傾向にある。関税の影響などにより，大豆や砂糖の輸入量は大きく，生産量（砂糖

については輸出量も）を上回る。 

 肉類の消費が増える中，鶏肉の生産が拡大している。牛肉についても自給化政策が実施さ

れている。牛肉や鶏肉の 5割以上はジャワで生産されている。2015年，肉類の自給率は高

かったが，牛肉の価格は上昇していた。 

パーム油などの外島で生産されるエステート作物は，工業製品に代わって，インドネシア

の輸出全体に占める重要性を増している。食料作物の自給率を高めながら，資源や一次産品

の加工度・付加価値を高めて輸出するため，輸入・輸出の双方について，関税・非関税措置

などがとられている。パーム油産業は最も重要な輸出志向的なアグリビジネスであり，国際

価格が低迷しているものの，生産量・輸出量が拡大している。また，輸出税の削減などによ

り，国内のパーム原油の加工による精製油の輸出が伸びている。地域の小農によるパーム油

の生産が増加しており，外島の住民の所得源としての重要性を増している。 

 農業政策においては，前政権から自給政策が引き継がれ，格差を是正し，農業部門に従事

する人びとの食料安全保障と所得向上を図るため，価格政策や補助金，食料補助施策が維

持・拡大されている。肥料，種子，クレジットなどの補助の配分については，ジャワへの供

与の割合が高まっている傾向がある。構造調整政策の終了後，BULOGが財政の独立性を保

ちながら農民の食料安全保障のような公的役割を担う方策が模索され，対象を限定した補

助金関連制度などが導入されている。しかし，実際には，適切なターゲッティングがなされ

ず，一度定着した制度に関しては給付対象者が拡大して財政負担が毎年増える傾向がみら

れた。 

 このような投入財に対する補助金への傾斜を強めるインドネシア農政の現状について，

OECD（2015）は，より効率的・一時的な食料安全保障策として，食料価格の高騰や不作な

どが発生した年に，実際に食料不足に陥った人びと（農家や農家以外を含む）に対して限定

的に，現金を給付する制度へ移行することを提案している。農業政策の基本方針として，生

産性の向上のため，投入財補助金などでなく技術革新に集中すべきだという議論もある

（Warr, 2011）。一方で，米倉（2014）は，多くの農民の経済状況が十分に安定していない

ことから，補助金制度の撤廃などは現実的に困難であるとして，流通・認証制度の整備など

を行うことで，食品の品質や安全性を改善することが先決であるという。 

また，佐藤（2013）は，インドネシアの輸出構造がパーム油のような特定資源の国際商品

市場の変動に対する脆弱性を高めていることから，未加工資源輸出の高付加価値化を一層

進めると同時に，輸出相手国を中国，インド，ASEANだけでなく新たに開拓して多角化さ

せること，国際商品市場に過度に依存しない輸出構造に転換することを提案している(14)。 

2015年のインドネシアの 1人あたり名目 GDPは 3,336USドルであり，中進国（中所得
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国）の地位にある（世界銀行 HP）。経済成長と人口増加にともなう内需の拡大は，輸入の

増加を招き，国際収支を悪化させている。内需主導から資源輸出依存へと経済構造が転換し

つつあることから，豊富な人口や資源を今後どのように経済成長に生かすことで高所得国

へ移行できるのかという道筋は不明瞭である。 

 

注(1)ルピアはインドネシアの通貨単位。2015年にかけて大幅なルピア安の傾向にあった（2011年 1USドル＝8,770.4

ルピア，2013年 10,461.2ルピア，2015年 13,457.6ルピア）。2016年には 1USドル＝13,327.5ルピアとなっ

た。また，インフレ率は低く，平均消費者物価指数（CPI）は 3.05%に抑えられた（川村・濱田，2017）。 

(2)インドネシアの貧困人口は，2010年時点で 3,100万人（貧困率 13.3％），2015年時点で 2,860万人（貧困率

11.2%）である（Statistik Indonesia，2016） 

(3)1人あたり消費額のジニ係数は，1993年には 0.335であったが，毎年増加している。2013年には都市部で

0.43，農村部で 0.32であった。2015年には都市部では 0.43と変わらず，農村部で 0.33に上昇した（Statistik 

Indonesia，各年号）。本台・中村（2016）によれば，インドネシアにおける経済格差は，地域間よりも地域内で

大きい。 

(4)以下では，断りの無い限り「コメ」は籾米のことを指す。 

(5)本稿では，本台・中村（2016，p32）の地域区分を参照しながら，インドネシアの州を，以下 6つの地域区分で

とらえる（カッコ内は州の名前）。①スマトラ（アチェ，北スマトラ，西スマトラ，リアウ，ジャンビ，南スマ

トラ，ブンクル，ランボン，リアウ諸島，バンガブリトゥン諸島），②ジャワ（ジャカルタ，西ジャワ，中ジャ

ワ，ジョグジャカルタ，東ジャワ，バンテン），③バリ（バリ），④カリマンタン（西カリマンタン，中カリマン

タン，南カリマンタン，東カリマンタン, 北カリマンタン），⑤スラヴェシ（北スラヴェシ，中スラヴェシ，南ス

ラヴェシ，東南スラヴェシ，ゴロンタロ，西スラヴェシ），⑥東部地域（西ヌサトゥンガラ，東ヌサトゥンガ

ラ，マルク，パプア，北マルク，西パプア）。表中などで「ジャワ」は②のジャワ島に含まれる 6州を，「ジャワ

以外」は残りの 28州を指す。 

(6)2014年 10月 17日に，ハラル製品保証法が施行された（No.33 ,2014 Tetang Jaminan Produk Halal）。当該法

律に基づきハラル製品保証庁（BPJPH）が創設され，ハラル認証を所管することとなった（JETRO HP）。 

(7)加納（2004）は，1970年代以降のインドネシアの長期的な国際収支の統計を整理し，貿易収支が黒字，サービ

ス収支が赤字，経常収支が赤字であり，これを補うための国外からの投融資のために資本収支はほぼ常に黒字と

いう「借金経済」構造を明らかにしている。こうした構造が，アジア通貨危機の原因となった短期資金の流入を

もたらしたとされる。近年は，未加工鉱石輸出禁止によって鉱物資源輸出はあまり増加しない傾向にある。 

(8) 例えばコメの輸入に関し、生産不足時の価格安定化などの目的の輸入は BULOGが行い、その他の目的の輸入

はライセンスを得た会社が行う（JETRO HP）。食肉の輸入制限に対しては、2016年にWTO協定に適合してい

ないという見解が示されている（農畜産業振興機構 HP）。 

(9)アブラヤシ農園から収穫されたアブラヤシ果房（パーム果実・パーム核（種子）・パーム繊維からなる）のう

ち，パーム果実から搾油されて製造されるのがパーム原油である。パーム原油が精製され，RBDパーム油

（Refined: 精製, Bleached: 漂白, Deodorized: 脱臭、の意味）が生産される（本稿はこれを「精製油」と呼

ぶ）。また，パーム核からは，パーム核油（Palm Kernel Oil: PKO）が生産される。 

(10)パーム原油の輸出関税は，国際パーム油価格に依存して 0～22.5%の範囲にある。国際パーム油価格が 750US

ドル/トンを下回った場合，輸出関税は 0％になる（JETRO HP）。 

(11)BLTは経済的な危機に陥った世帯に対して，直接的・一時的に現金補助を与えるプログラムである。空前の食

料価格高騰時に，貧困世帯の消費を補完するという役割を果たした（World Bank, 2012）。 

(12)ハイブリッドライス種子価格は約 5万ルピア/kg, 単収は 9~11トン/haほどで，非ハイブリッド種子価格は約

7,000ルピア/kg，単収は 5~6トン/haほどである（Statistik Pertanian,  2016）。また，トウモロコシのハイブ

リッド種子価格は約 6万ルピア/kgから 8万ルピア/kg（2015年）であった（USDA, 2016）。 

(13)最近では，イスラムという宗教色を選挙活動において活用するような，「アイデンティティ政治」の展開が懸念

されている。2017年 2 月に実施されたジャカルタ州知事選に向けた選挙戦では，イスラム保守派が中国系キリ

スト教徒の現職知事（アホック氏）を反イスラム的だとして執拗に攻撃し，情報が SNSを通じて拡散されたこ

とで，大規模な大衆動員が展開された（川村・濱田，2017）。 

(14)佐藤は，まず中国との貿易関係において，付加価値の高い品目へ，品目構成を多様化していくという，未加工資

源から加工度を高めた資源輸出へ，輸出品目を資源から工業製品へ，という方向の構造変革を実現することを提

唱する。インドネシアは 2000年代対中貿易を急速に拡大すると同時に，資源輸出へと大きく傾いていったため

である。たとえば，未加工鉱物資源の分野において実施されているような，未加工品の輸出の禁止や，加工工程

の計画を持たない企業への輸出関税などの措置が考えられる（佐藤, 2013, p12-13）。 
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